
































































2010 年の構成のところを見てください。2010 年において国営企業はわずか 12.4％を占めるに過ぎま
せん。残りの 87.4％は民間企業で、うちローカルの民間企業は 42.4％、外国企業が 45.0％という内訳
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になります。外国企業のうち国営企業とのジョイントベンチャーは 9.8％、ローカルの民間企業との
ジョイントベンチャーが 1.8％になっています。残りの 33.4％が外国資本 100％の企業です。





えば不動産、ホテル等への投資が大きくなってきました。これは 2006 年の WTO 加盟後です。投資
は製造業からだんだんと離れていったという傾向が見られたのは 2006 年から 2010 年で、これは土
地バブルが起きた年でもあります。そして 2011 年から近年にいたっては、再度、輸出主導型の製造
業が外資の投資が戻ってきています。





















することによっていっそう強化されていくだろうと思います。実際に 2015 年には ASEAN 経済共同
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体（ASEAN Economic Community：AEC）ができましたし、現在交渉が行われているところです
が間もなく TTP が成立すると思われます。また、EU とも貿易協定を結んでいるところです。
　２番目のポテンシャルはマクロ経済が安定しているということです。2012 年から 2014 年は比較的














































以降の最低賃金のアップが発表されました。いままで最低賃金は月間 310 万ドンでしたが、１月 1








































































性、インテンション等いくつか挙げられましたが、競合関係にある A 社と B 社が協力をするというこ
とは、企業秘密も当然ある程度は共有することになります。そういう状況が考えられますが、それで
もあえて協力するということは、そこに A 社と B 社の信頼が基本にあってのことだと思います。
　そこで、グエン・グエン先生への質問ですが、競合同士の企業が協力するときに、どのようにし
て信頼関係をつくればいいのでしょうか。それについてのお考えでもいいですし、また、そういっ
た事例があれば教えていただきたいと思います。
（グエン・グエン准教授）　ありがとうございました。とても難しい問題です。
　３つの点についてお話ししたいと思います。最初の点はいかに組む相手の情報をきちんと得るこ
とができるかというところにかかっていると思います。もし外国企業と組む場合は難しいわけです
から、例えば総合商社のように第三者を通じて組む候補相手をチェックするといったように、どう
いう企業なのかという情報を得る問題があると思います。ベトナムにおいては非常に狭いコミュニ
ティでビジネス界ができあがっている場合がありますので、ゴルフなどエンターテイメントをする
にもいつも一緒ですから、人となりもそうですしいろいろな情報を直に把握できますが、外国企業
と組む場合はそうはいかないと思います。
　２番目ですが、経営者の人柄も関係していますので、外交的な人なのか、防衛的な人なのかといっ
た点も関係してくると思います。
　３番目には例えばライバル関係にあっても、政府の政策で半ば強制的といいましょうか、政府か
らの圧力があって組む場合はこれとは違います。
（モデレーター）　ありがとうございました。
　では、次にバン・ホア先生に質問をさせてください。
　バン・ホア先生のご報告の中に、質の高いあるいは安全な商品の提供ということは、どこの国で
もそうですが、特にベトナムにとってはチャンスだとありました。私の質問は、それはよくわかり
ますので、具体的に日本企業にとってどういう業種がそれに匹敵する、それに値するのでしょうか。
バン・ホア先生、よろしくお願いいたします。
（バン・ホア副学長）　ベトナム側の期待としては、無農薬の農産品、高齢者向けの介護システム・介
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護ビジネス、流通業といった例を挙げることができます。こういった点についてはベトナムの消費
者は強い関心を持っておりまして、日本に期待しているところです。
（グエン・グエン准教授）　バン・ホア先生のコメントに補足させていただきます。なぜ、ベトナム人
が無農薬の農産品に強い関心を持っているかと申しますと、中国から安全性が担保されていない果
物等が大量にイリーガルに入ってきているという背景があります。第２番目には農家が農薬をたく
さん使って生産性を上げるという態度になっているということもあります。このように、食品の安心・
安全が担保されないということを気にしております。ベトナム人の死亡原因の第１位は交通事故で
すが、第２位はガンです。そのガンは食べ物が原因だと言われています。ですから、安心・安全な
食品を販売しているのが日本式のスーパーマーケットだと考えるようになってきていますので、バ
ン・ホア先生が日本に期待する、進出してきてもらいたい分野というふうにおっしゃっているのは
そういう理由からだと思います。
　それから日本式の介護施設が安全で清潔で自分の親の面倒をしっかりみてくれるという認識があ
りますので、この分野についても日本式に対する期待が高いということです。
（モデレーター）　ありがとうございました。
　では、皆さんのほうから質問をお受けしたいと思います。お名前とご所属、それからどなたへの
ご質問なのかをおっしゃって質問してください。手を挙げていただければと思います。
（質問者Ａ）　バン・ホア先生への質問です。
　かつて日本もそうでしたが、現在のベトナム企業は終身雇用になっているのかどうかということが１
つです。終身雇用だからこそ日本は有能な技術者がいっぱい育っていったのだと思いますが、現在の
日本では非正規雇用と正規雇用とでだんだんと崩れていっていると思います。決して真似はしてほし
くはないのですが、ベトナムでも非正規雇用が一部で起こっているのでしょうか。この２点です。
（バン・ホア副学長）　お答えいたします。多くのベトナム人は終身雇用を求めていましたし、それを
よしとしていましたが、若い世代は変わっていまして、自ら終身雇用を望んでいません。つまり、
若いときに最初に入った会社でスキルを身に付けて、そして転職の機会を探し、さらに待遇のいい
機会を探し、さらに大きな企業へとジョブホッピングをしていくという傾向にあります。若い世代
は安定よりもチャレンジをしていくという傾向です。ただ、こういう傾向は北部、中部、南部では
違いがあります。地域によっては平均で 10 年ぐらい勤めるのが普通だというところもあれば、５年
ぐらいで転職を繰り返すという地域もあります。いずれにしても若い世代が終身雇用を望んでいな
いという傾向は出ています。
　また、産業によっても違います。ホテルや金融においてはジョブホッピングの志向が強い人がた
くさんいます。例えばある銀行で経験を積みますと、次の銀行ではより高いポジション、給与の高
いポジションに就ける可能性が高いというのが現状です。
（グエン・キエン准教授）　補足させていただきます。２つの点があるかと思います。
　企業における社会保障の問題で、かつて国有企業の社員は手厚い保障で守られていたわけですが、
いまは民間企業に転職しても政府の政策により失業保険等は持って行くことができるようになって
います。かつて国有企業でなければそういうシステムはありませんでしたが、いまはすべての企業
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にそのシステムがあります。ですから転職しやすくなったということが１つあると思います。
　それから金融業等はポジションごとにリクルートをかけます。ですからそのポジションで経験を積めば、
別の銀行でより高い分野のポジションに就くことができるという雇用形態になっています。私（小林）か
ら補足しますと、行内で教育していくということではなく、例えば監査業務に強い人を募集するという
ように業務で募集しますので、ほかの銀行で何年も監査業務の経験を積んだ人は、別の銀行で高い給
与で監査業務の募集がかかるとやはりそちらに行くということになったということです。
（山本氏）　ひとこと申し上げますと、雇用契約は有期契約は１回しか更改できません。２回以上更改し
ようとすると無期契約にしなければなりません。ですから、無期契約になったあと、法定の定年があっ
たかどうかは失念してしまいましたのでクリアにお答えできません。それから派遣労働はつい最近認
められるようになったのですが、通訳や電話のオペレータといったようにごく限られた業種にしか認め
られていません。例えば派遣労働者を生産現場に派遣することはまだ禁じられております。ですから
非正規の雇用は、少なくとも外資系の会社ではほとんどないと思います。
（モデレーター）　ありがとうございます。
（バン・ホア副学長）　日本企業が従業員を手元に置いて育てて、戦力にしていこうというカルチャー
を変えなければいけないかもしれないというわけです。ですから、日本企業はこれからより能力の
高い人たちを雇用し、そうでない人たちは、言葉が悪いですが、リストラしていくことを迫られる
かもしれません。しかし、それは日本企業のやり方ではないというふうに言うのではなく、もうベ
トナムの雇用者の意識が変わっているのだから、あまり気にしないでという言い方は変かもしれま
せんが、従業員が変わっていくということが当然のプロセスだということを前提として雇用政策を
進めていったほうがいいと思います。
（モデレーター）　ありがとうございました。モデレーターの力不足で、皆さまからの質問をもっと頂
きたいと思っていたのですが、残念ながら時間がなくなってしまいました。申し訳ございません。
　これまでの討議をごく簡単にまとめさせていただきます。どこの国の市場も発展段階というのがご
ざいます。急成長には高いリスクが伴います。我々はこれを急成長リスクと呼んでいますが、急成
長するマーケットや急成長する国は需要の不確実性要因を踏まえながら投資をしなければなりませ
んが、成長時期にはその慎重さを欠く傾向が高くなるという点でリスクが生じます。徐々に成長し
ていって、最終的な持続可能性をきちんと持つという方向に向かって市場への投資は進めていくべ
きだと思っております。そういう意味で、バン・ホア先生からはベトナム企業やベトナム市場のリ
スク、そしてチャンスのご報告をいただきました。
　グエン・グエン先生のお話をお聞きしまして、「昨日の企業は敵かも知れないけれども明日の企業
は友だちになる可能性があり」、東日本大震災以降はトラスト（信頼）、コーポレーション（協力）、
コラボレーションという助け合いが重要という意識もより強くなり、１企業が生き残るためだけで
はなく、業界全体が生き残るという視点を持ち、個々の企業の利益だけで企業行動を起こすのでは
なく、業界全体の発展が地域の発展、国の発展になるのではないかと、グエン・グエン先生のご報
告をお聞きして感じました。
　イノベーションはとても大切です。知識、技術、労働態度といったことも重要だとお聞きしまし
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たし、日本企業にとってもベトナムへの参入のチャンスはたくさんあると思います。繰り返しにな
りますが、安全な商品、安全な医療技術、安全な食品の分野にチャンスの可能性があると思います。
　キエン先生には原材料の不足が企業の自立を遅らせているというお話をいただいたかと思います。
今後とも持続的発展の可能性を追求しながら、日本市場もベトナム市場も同様に発展していきたい
とお互いに感じております。
　皆さま、お疲れさまでございました。ありがとうございました。パネリストの皆さまにあたたか
い拍手をお願いいたします。そして、本日お越しのすべての皆様のご協力に感謝申し上げます。あ
りがとうございました。
